
乙訓聴覚言語障害者地域活動支援センター 
運営規程 

 
（目的） 
第１条 この運営規程は、社会福祉法人京都聴覚言語障害者福祉協会が設置運営する乙訓

聴覚言語障害者地域活動支援センター（以下「支援センター」）が行う事業の運営及

び利用について必要な事項を定め、事業の円滑な運営を図ることを目的とする。 
 
（基本方針） 
第２条 利用者がその居宅において、可能な限りその有する能力に応じ自立した日常生活

を営むことができるよう、必要な日常生活上の援助及び機能訓練等を行うことによ

り、利用者の生活機能ならびに生活の質の向上を図る。 
 
（運営の方針） 
第３条 本事業所において、利用者の願いや意欲を生かし、仲間づくりや日常生活欲求を

実現することを通して生活機能の向上を図るとともに、利用者の在宅生活及び社会

生活を支援する。  
  ２ 事業の実施にあたっては、関係行政機関、地域の医療・保健・福祉サービス機関

との綿密な連携を図り、総合的な援助に努めるものとする。 
  ３ 事業の対象は、身体障害者を中心にサービス提供する。すべての利用者からの申

込に真摯に対応するものとし、正当な理由なしにサービスの提供を拒否することは

行わない。ただし、人員体制等から適切なサービス提供が困難な場合は、適当な他

の身体障害者支援センター事業者等の施設を紹介することとする。 
４ 事業実施にあたり、市町村が行うあっせん、調整及び要請並びに京都府が行う市

町村相互間の連絡調整等に対し、協力を行うものとする。 
 
（事業所の名称等） 
第４条 本事業所の名称および所在地は次のとおりとする。 
  一、名 称  乙訓聴覚言語障害者地域活動支援センター 
  二、所在地  京都府長岡京市長法寺谷山１３－１ 市立多世代交流ふれあいセンター内 
 
（職員の配置および職務内容） 
第５条 本事業所に次の職員を置く。 
  一、管理者     １名 
     管理者は、事業所の職員等の管理及び業務の管理を一元的に行う。 



  二、サービス提供職員     3 名以上 
     サービス提供職員は、利用者が日常生活を営むのに必要な情報提供、学習指導

などを通じ、社会適応訓練、日常生活訓練などを行う。 
  
（営業日および営業時間） 
第６条 本事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

一、 営業日は月曜日～金曜日 
（ただし、祝日、１月２日から３日、１２月２９日から１２月３１日を除く） 

  二、営業時間は、午前１０時から午後３時までとする。 
  三、営業日及び営業時間について管理者が必要と認める時は変更することができる。 
 
（利用定員） 
第７条 本事業所が、一日に事業を提供する定員は、一日あたり１５名とする。 
 
（事業の内容） 
第８条 事業の内容は、次のとおりとする。 
  一、社会適応訓練 
     生活・健康・食生活の学習等 
  二、機能訓練 
     障害に応じたリハビリテーションの個人指導、健康チェック、訓練を兼ねたレ

クレーション 
 補聴器活用・機器活用等聴覚リハビリテーション、日本語・手話等コミュニケ

ーション訓練、コミュニケーション機器・情報通信機器活用訓練 
  三、更生相談 
     障害から生じるコミュニケーションやその他の問題についての生活相談 

四、創作的活動 
   縫製、木工、書道・絵画、園芸など 
五、食事の提供 

  六、送迎 
    七、その他 支援センター事業を効果的に機能させるために必要な事業 
 
 ２ サービス提供は、利用者またはその同居の家族に内容を説明した、支援センター

事業計画に基づいて行うものとする。 
 ３ サービス提供にあたっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者またはその家

族に対し、サービスの提供方法等について理解しやすいように説明を行うものとす



る。 
 ４ サービス提供にあたっては、常に利用者の心身の状況を的確に把握するとともに、

利用者の心身の特性に対応したサービスの提供に努めるものとする。 
 
（利用料等） 
第９条 サービスを提供した際には、利用者から市町村の定める基準に基づく利用者負担

額の支払いを受けるものとする。 
  ２ 食事サービスに係る昼食費、創作活動等に係る原材料費、利用者が負担すべき日

常生活に係る費用については実費を徴収する。 
  ３ 前項の費用の支払いを含むサービスを提供する際には、事前に利用者またはその

家族に対して必要な資料を提示し、当該サービスの内容及び費用を説明した上で、

利用者の同意を得る。 
 

（通常の事業の実施地域） 
第１０条 通常の事業の実施地域は乙訓管内とする。 
  ２ 但し管内を超える地域在住の聴覚言語障害者に対して管理者が必要と認めた場合

は、通常の実施地域を越えて事業を実施することができる。 
 
（サービス利用にあたっての留意事項） 
第１１条 利用者は本事業所のサービス提供を受ける際には、医師の診断や日常生活上の

留意事項、利用当日の健康状態等を本事業所の従業者に連絡し、心身の状況に応

じたサービス提供を受けるよう留意する。 
 
（苦情処理、賠償等） 
第１２条 サービス提供した本事業所に関する利用者からの苦情や、賠償すべき事故の発

生に対して、迅速かつ適切に対応するため、受付窓口を設置し担当者を配置して

必要な措置を講じ、必要な賠償等を行うものとする。 
 
（衛生管理） 
第１３条 本事業所に使用する備品等を清潔に保持し、定期的な消毒を施すなど、常に衛

生管理に十分留意するものとする。 
   ２ 職員等は、感染症等に関する知識の習得に努める。 
 
（緊急時における対応方法） 
第１４条 職員は、本事業所のサービス提供中に利用者の心身の状況に異変その他の緊急



事態が生じたときは、速やかに主治医あるいは協力医療機関に連絡し、適切な措

置を講ずるとともに管理者に報告するものとする。 
 
（非常災害対策） 
第１５条 本事業所のサービス提供中に天災その他の災害が発生した場合、職員は利用者

の避難等適切な措置を講ずる。また、管理者は、日常的に具体的な対処方法、避

難経路及び協力機関等との連携方法を確認し、災害時には避難等の指揮をとる。 
 
（虐待の防止のための措置） 
第１６条 事業者は、虐待防止に関する委員会の設置、責任者の選定及び必要な体制の整

備、従業者に対する虐待防止啓発のための定期的な研修の実施、成年後見制度を

活用した権利擁護、苦情解決体制の整備、自治体における虐待防止に関する相談

窓口の周知等、虐待防止のための措置を講じる。 
 
（身体拘束の禁止） 
第１７条 事業者は、日中活動支援の提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又 

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の

行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行わない。 
２ 事業者は、やむを得ず前項の身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記録す

る。 
（業務継続計画の策定等） 
第 18 条 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措

置を講ずるものとする。 
２  事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施するものとする。 
３  事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うものとする。 
 

（秘密の保持） 

第１９条 従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密

を漏らしてはならない。 

２  事業者は、従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用

者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じるものとする。 



３ 事業者は、他の事業者等に対して、利用者に関する情報を提供する際には、あらかじ

め文書により利用者の同意を得ておくものとする。 

 

 

（その他運営についての留意事項） 
第２０条 職員の資質向上を図るために研修の機会を設ける。 

（１）採用時研修 採用後１か月以内 
（２）継続研修  随時 

   ２ 職員は業務上知り得た利用者又はその家族の個人情報を保護する。また、職員

であった者が業務上知り得た利用者又は家族の秘密を漏らすことのないよう、必

要な処置を講ずる。 
   ３ 本事業所は、この事業を行うため、サービス提供内容、ケース記録、利用者負

担金収納簿、その他必要な記録、帳簿を整備する。 
   ４ この運営規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は社会福祉法人京都聴

覚言語障害者福祉協会と本事業所の管理者の協議に基づいて定めるものとする。 
 
 
付則 
  この運営規程は、2007（平成 19） 年 4 月 1 日から施行する。 
 
          2009（平成 21)）年 4 月 1 日 改定 
          2020（令和 2） 年 4 月 1 日 改定 
          2022（令和 4） 年 4 月 1 日 改定 
          2024（令和 6） 年 4 月 1 日 改定 
          2024（令和 6） 年 9 月 1 日 改定 
 


